
(府省名：農業環境技術研究所）

契約名称及び内容
契約担当官等の氏名並

びにその所属する部局の
名称及び所在地

契約締結日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文

及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行困難な事由 移行予定年限 備　　考

該当なし

〔記載要領〕
１．本表は、「随意契約見直し計画」（公共調達の適正化に関する関係省庁連絡会議）の対象となっている契約を対象とすること。

【様式１】

４．「移行困難な事由」欄は、平成23年度に競争性のある契約に移行できなかった事由を記載することとし、「移行予定年限」欄は、平成24年度以降の具体的な移行予定年限（例：平成24年度）を記載
　すること。

平成２４年度以降に競争性のある契約に移行予定のもの

２．本表は、平成23年度に締結した契約のうち、平成24年度以降に競争性のある契約への移行予定のものについて、当該契約ごとに記載すること。

３．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載すること。



(府省名：農業環境技術研究所）

契約名称及び内容
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約締結日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び

理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざる
を得ない場合とした
財務大臣通知上の

根拠区分

備　　考

定温乾燥器　外19点の購入

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

H24.1.5

理科研株式会社つくば営
業所
茨城県つくば市高野台3-
16-2

契約事務取扱規程第26条
第2項

- 5,814,060 - 0
競争入札に付したが、落札せず再
度入札を行っても落札者がなかっ
たため。

16

ＣＡＳ情報サービス（ＳｃｉＦｉｎｄｅｒ）
による情報提供サービス　一式

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

H24.3.7

一般社団法人化学情報協
会
東京都文京区本駒込6-
25-4

契約事務取扱規程第26条
第2項

- 1,152,000 - 0

CAS情報サービス（SciFinder）は、
化学を中心とする医薬、生化学、
物理、工学等の化学情報を必要と
する研究者が利用することを想定
したオンライン検索サービスであ
る。当該データーベースは、アメリ
カ化学会ケミカル・アブストラクツ・
サービス（CAS）が製作、販売して
いる。公募手続をしたところ当該契
約相手先より専売証明の提出が
あったため。

12

核磁気共鳴装置保守業務（平成
24年度）一式

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

H24.3.8

株式会社ＪＥＯＬ ＲＥＳＯＮ
ＡＮＣＥソリューションマー
ケティング部
東京都立川市曙町2-8-3

契約事務取扱規程第26条
第2項

- 7,560,000 - 0
競争入札に付したが、落札せず再
度入札を行っても落札者がなかっ
たため。

16

書誌・引用文献データベース（Ｓｃ
ｉVerse Scopus）の利用　一式

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

H24.3.9

Ｅｌｓｅｖｉｅｒ B.V.
Radaweg29,1043 NX
Amsterdam,The Netherｌａｎ
ｄｓ（オランダ国）

契約事務取扱規程第26条
第2項

- 1,419,600 - 0

書誌・引用文献（Sciverse Scopus）
は、国際学術雑誌のみならず講演
要旨、紀要・特許情報等の最新情
報を一括して検索できるサービス
である。当該データベースはオラン
ダ国エルゼビア・ビー・ブイが販売
提供している。公募手続をしたとこ
ろ当該契約相手先より直接販売証
明の提出があったため。

12

【様式２】

平成２４年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの



契約名称及び内容
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約締結日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び

理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざる
を得ない場合とした
財務大臣通知上の

根拠区分

備　　考

アイソトープ施設運転保守管理業
務（平成24年度）　一式

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

H24.3.15
東京ニュークリア・サービ
ス株式会社
東京都台東区台東1-3-5

契約事務取扱規程第26条
第2項

- 8,127,000 - 0
競争入札に付したが、落札せず再
度入札を行っても落札者がなかっ
たため。

16

外国雑誌オンライン購読（サイエ
ンス・ダイレクト）　一式

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

H24.3.23

Ｅｌｓｅｖｉｅｒ B.V.
Radaweg29,1043 NX
Amsterdam,The Netherｌａｎ
ｄｓ（オランダ国）

会計規程第35条第1項第1
号

- 19,314,775 - 0

本契約は、インターネットを使用し
て簡易且つ合理的に指定外国雑
誌を随時閲覧する契約である。こ
のため、指定外国雑誌の版権等を
有していることが必須であり、同社
は同社発行の雑誌の版権等をす
べて有しており、他社の介入がな
いため。

12

ガス需給契約

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

－
筑波学園ガス株式会社
茨城県つくば市研究学園
D35街区5

会計規程第35条第1項第1
号

- 3,771,137 - 0
供給者が特定されており、かつ、
継続使用に係る契約であり、競争
を許さないため。（公共料金）

8

上水道料

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

－

つくば市
茨城県つくば市苅間2530
番地2（研究学園D32街区2
画地）

会計規程第35条第1項第1
号

- 22,528,292 - 0
供給者が特定されており、かつ、
継続使用に係る契約であり、競争
を許さないため。（公共料金）

8

下水道料

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

－

つくば市
茨城県つくば市苅間2530
番地2（研究学園D32街区2
画地）

会計規程第35条第1項第1
号

- 7,310,426 - 0
供給者が特定されており、かつ、
継続使用に係る契約であり、競争
を許さないため。（公共料金）

8



契約名称及び内容
契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約締結日
契約の相手方の商号又は

名称及び住所

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び

理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によらざる
を得ない場合とした
財務大臣通知上の

根拠区分

備　　考

上水道料・ポンプステーション

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

－

つくば市
茨城県つくば市苅間2530
番地2（研究学園D32街区2
画地）

会計規程第35条第1項第1
号

- 8,584,643 - 0
供給者が特定されており、かつ、
継続使用に係る契約であり、競争
を許さないため。（公共料金）

8

料金後納郵便

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

－
郵便事業株式会社
東京都千代田区霞が関1-
3-2

会計規程第35条第1項第1
号

- 3,044,605 - 0

郵便法又は民間事業者による信
書の送達に関する法律に規定する
郵便及び信書の送達が可能な事
業者は、郵便事業株式会社以外
になく、競争を許さないため。（公
共料金）

9

電話料

独立行政法人農業環境技術研究
所
理事長　宮下淸貴
茨城県つくば市観音台3-1-3

－
東日本電信電話株式会社
東京都新宿区西新宿3-
19-2

会計規程第35条第1項第1
号

- 1,748,879 - 0
供給者が特定されており、かつ、
継続使用に係る契約であり、競争
を許さないため。（公共料金）

8

〔記載要領〕
１．本表は、「随意契約見直し計画」の対象となっている契約を対象とすること。

４．「随意契約によらざるを得ない事由」欄は、可能な限り具体的に記載する。「随意契約によらざるを得ない場合の根拠区分」欄は、別添の「随意契約事由別　類型早見表」の類型区分(１～１２)の番号を記載する。
  その他以下に該当する番号を記載する。
　　　・緊急の必要により競争に付することができない場合「１３」
　　　・競争に付することが不利と認められる場合「１４」
　　　・秘密の保持が必要とされている場合「１５」
　　　・競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がない場合「１６」
　　　・特例政令に相当する規定に該当する場合「１７」
　　　・国において定める随意契約の限度額を超える契約で、法人の定める限度額を下回る契約については「１８」
　　　・その他、類型区分に分類できないものについては「１９」

２．本表は、平成23年度に締結した契約のうち、平成24年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないものについて、当該契約ごとに記載すること。

３．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載すること。


